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研究成果の概要（和文）：本研究は、関係機関の連携による平時における在宅療養者の防災支援モデルを開発すること
を目的とした。最初に、先行研究や関連文献から過去の地震災害の健康被害と関連要因を抽出した。次に、在宅療養者
の家族介護者を対象に、災害に対する備えの状況と考えに関する質問紙調査を実施した。文献検討や質問紙調査の結果
を踏まえ、防災支援モデルの試案の作成し、在宅療養者と家族介護者を対象に介入を行った。介入による関係者の意識
の変化が把握された。一方で、介入開始時の動機づけを高めるアプローチ方法の検討が課題となった。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to develop a disaster prevention support model through 
the coordination and cooperation of relevant parties to prevent health damage among home care patients 
during and immediately after an earthquake. We investigated health damage and related factors from past 
earthquake disasters reported in the literature. We then conducted a questionnaire survey regarding 
disaster preparation on family caregivers. Based on the results, we developed a disaster prevention 
support model. Next, we applied the disaster prevention support model to intervention research for home 
care patients and their family caregivers. The results of the intervention research led to changes in the 
concerns for the relevant parties in relation to disaster preparation. These findings suggest that 
devising an approach that motivates relevant parties to engage in disaster preparation is necessary when 
conducting intervention research.

研究分野：在宅看護学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
日本は、これまで多くの地震災害を経験し
ている。近年の地震対策に多くの教訓を残し
た阪神・淡路大震災では、6,400 人以上の命
が犠牲となっている 1）。今後 30 年以内におい
ても、震度 6弱以上の地震の発生が各地で想
定されている 2）。 
一方、我が国では、急速な高齢化に対応す
べく、介護保険制度の施行や医療制度改革が
進められ、在宅療養推進が図られている。阪
神・淡路大震災では、性・年齢が判別された
死者の 50％以上が 60 歳以上であったと報告
されており 3）、要援護・要介護状態にある在
宅高齢者や障がい者は、なお、いっそう災害
犠牲者となる可能性が高いことが予測され
る。また、阪神淡路大震災のみならず、新潟
県中越地震、能登半島地震の際も、被災時の
外傷による長期的機能障害 4）、地震後の現疾
患への影響 5，6）、血管系の疾患の発症 7-9）と
の関連性が報告されている。地震災害は、身
体状況や基礎疾患等を誘因として、健康レベ
ルを急激かつ長期的に低下する要因となり
得る。 
被災後の復興において、災害に対する先行
投資、事前の備え、システムは、災害の抑止
に影響するといわれている 10）。しかし、日本
において、災害による健康被害への予防策、
殊に災害時要援護者といわれる在宅療養
者・障がい者に対する平時からの防災対策は、
意識のある自治体 11）や個々のサービス提供
機関 12，13）によって担われている現状で、体
系化されるに至っていない。 
研究代表者が行った科学研究費補助金基
盤研究（Ｃ）（平成 20－22 年度）「宮城県に
おける在宅療養者の他機関連携による防災
支援システムの開発」では、在宅ケアシステ
ムにおける危機管理体制の一環として、関係
機関との連携による防災支援システムを考
案している。 
 本研究では、先行研究で考案した防災支援
システムの実用化に向けて課題を検討する
とともに、システムの中で展開する防災支援
モデルを開発する。本研究は、危機管理体制
の共通認識や検討につながり、在宅ケアシス
テムにおける協働・連携強化への波及効果と、
在宅療養者への防災対策における支援体制
の標準化に通じるものと考えている。 
 
２．研究の目的 
研究代表者が先行研究によって考案した
防災支援システムの課題を検討し、防災支援
システムの中で展開する、関係機関の連携に
よる在宅療養者の生命を地震災害から守り、
被災後の健康状態の悪化の抑制につながる
平時における防災支援モデルを開発するこ
とを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 防災支援システムの中で展開する防災支
援モデルを開発するため、次の 4つの過程を

経て段階的に研究を進めた。 
①既存の報告書・自治体資料、先行研究、関
連文献からの地震災害による健康被害の
実態と関連要因の抽出 
②在宅療養者の家族介護者を対象とした災
害の備えとその認識の実態調査 
③防災支援モデルの試案の作成 
④防災支援モデルによる介入の実施と評価 
実施過程においては、災害支援活動を行っ
ている研究代表者の所属機関の研究者、過去
の地震災害で実際に利用者対応にあたった
経験のある介護・看護専門職等に意見や助言
を求め、これまで積み重ねられてきた実践知
や知識を取り入れ、防災支援モデルの検討を
行った。なお、統計解析には IBM SPSS 
Statistics21 を用いた。 
 
４．研究成果 
（1）地震災害による健康被害の実態と関連
要因 
地震災害に関わる研究が数多く報告され
るようになった阪神・淡路大震災以降の 1995
年～2013年1月までで検索された文献を対象
とした。2011 年に発生した東日本大震災に関
する報告は、途上であるため、本調査の対象
文献から除外した。115 文献が抽出され、具
体的に地震災害による健康被害の内容が記
載されていた 58 文献を分析対象とした。内
訳は、阪神・淡路大震災に関するもの 28 件、
新潟県中越・中越沖地震に関するもの25件、
能登半島地震 4件、宮城県北部地震 1件であ
った。 
各地震災害から抽出された主な健康被害
は、「死亡」「現病の悪化」「身体的反応」「精
神的反応」「疾患への罹患」「運動機能低下」
「褥瘡の発生・悪化」「認知症の悪化」等で
あった（表 1）。 
各文献で、地震災害での健康被害との関連
が指摘されていた主な要因は、「自宅の被害
状況」「無理な移動」「避難困難」「療養環境
の変化」「医療中断・制限」「食事・水分摂取
困難」「排泄での困難」「サポート不足」であ
った（表 2）。 
健康被害は、発災直後から長期に渡って影
響を及ぼすと考えられるものが把握され、発
災後においても、療養生活が継続できる環境
や支援体制の整備と、心身機能の低下を防ぐ
働きかけが重要となることが示唆された。 

表 1 各地震災害における在宅療養者の主な健康被害 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表 2 各地震災害における健康被害の主な関連要因 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）在宅療養者の家族介護者の災害の備え
とその認識の実態調査 
①実態調査の方法 
調査対象・調査期間：調査協力の了承の得
られた宮城県内の訪問看護事業所、居宅介護
支援事業所の利用者の家族介護者を対象と
した。調査期間は、平成 25 年 11 月～平成 26
年 3月末であった。 
調査方法・内容：無記名の質問紙調査とし
た。対象者への依頼書と質問紙の配布は、調
査協力事業所を通して行い、郵送法で回収し
た。調査内容は「対象者の基本属性」「療養
者の基本属性と介護状況」「療養者に関わる
家族介護者の自然災害時の備えや対応・考
え」とした。 
分析方法：調査内容ごとの単純集計と、備
えの状況に関連する要因の検討を正確確率
検定にて行った。 
倫理的配慮：研究代表者の所属機関の倫理
委員会の承認を得て実施した（承認番号
2013012）。 
 
②結果と考察 
調査協力の得られた事業所は、訪問看護事
業所 5ヶ所、居宅介護支援事業所 2ヶ所であ
った。質問紙の配布数は 395 部で、269 人か
ら回答が得られた（回答率・有効回答率
68.1％）。無回答を除いた家族介護者の性別
は、男性 60 人（22.4％）、女性 208 人（77.6％）
で、平均年齢は 63.8 歳（最小 32 歳、最大 91
歳）であり、療養者の平均年齢は 80.7 歳で
あった。療養者の移動状況は、「一人で移動
することが難しい」が 187 人（70.6％）、「家
の中なら一人で移動できる」59 人（22.3％）、
「一人で屋外を移動できる」19 人（7.2％）
であった。 
 家族介護者に療養者に関わる自然災害に
対する日頃の備えの状況について 12 項目で
把握した。その結果、療養者に関わる災害時
の備えと対応に関する回答で、8 割を超えて
いたものは、「3日分程度の医薬品の備蓄」「火
災予防」「3 日分程度の介護用品の備蓄」「停
電の備え」「地域の避難場所の把握」であっ
た。割合が低かったものは、「移動等の手助
けを近隣所に依頼」17.6％、「避難経路や避

難方法を身近な人と話し合っている」35.0％
であった（表 3）。「災害発生時に必要な対応
をサービス担当者等と確認している」割合は
39.0％であり、確認している家族介護者で、
避難に関わる対応等を行っている割合が統
計的に有意に高かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
在宅療養での介護を続けるにあたって、災
害発生時や発生後に、心配なことや気になる
ことを自由記載で確認した結果、135 人
（50.2％）から回答があった。「療養者の避
難対応」、「ライフラインの途絶・停止」に関
する心配・不安についての記述が多く見られ
ていた（表 4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
移動が困難な療養者の割合が高かったも
のの、災害発生時の移動に関する備えを行っ
ている割合が低く、安全面での対策の必要性
が把握された。サービス担当者等と災害発生
時に必要な対応を確認している場合では、避
難に関する対応を行っている割合が高く、サ
ービス担当者等との災害発生時の対応を確
認する機会を持つことが、備えの実施につな
がる可能性が示唆された。 
 
（3）防災支援モデルの試案の作成 
先行研究で考案した防災支援システムを
踏まえ、本研究での文献検討および家族介護
者への質問紙調査の結果を基に、防災支援モ
デルの構成内容を検討した。防災支援モデル
は、防災支援システムの中で、展開するモデ
ルとすることを前提に、既存の介護支援シス
テムの活用を考慮し、介護保険でのサービス

 

①3日分程度の医薬品の備蓄がある
②火災予防のことを考え気を付けている
③3日分程度の介護用品の備蓄がある
④介護に困らないように停電の備えをしている
⑤地域の避難場所を知っている
⑥3日分程度の飲料水・食料の備蓄がある
⑦家屋の耐震状況を確認している
⑧介護に困らないように断水の備えをしている
⑨家族内での災害発生時対応を確認している
⑩家具等の転倒、物の落下等防止の工夫をしている
⑪避難経路や避難方法を身近な人と話し合っている
⑫移動等の手助けを近隣者に依頼している

項目
N=269

人(%)
247（93.6）
243（90.7）
234（88.3）
218（81.0）
215（80.2）
188（70.7）
134（50.8）
131（49.4）
129（48.3）
125（47.9）
92（35.0）
47（17.6）

表3 療養者に関わる自然災害に対する日頃の備えの状況

 

表4 災害発生時や発生後に心配なこと・気になること

①療養者の避難対応
②ライフライン途絶・停止
③災害時による介護への影響
④必要品の確保
⑤地域の支援体制
⑥災害時の介護サービス・医療体制
⑦備えの不備
⑧家族の協力を得る難しさ
⑨家の倒壊
⑩二次災害
⑪今後の災害に対する不安

項目 回答数
68
52
18
18
18
15
6
4
2
2
1

※自由記載の内容をもとにカテゴリー化  



利用者を対象としたモデルとして考案した。
実用可能性を考え、①介護保険でのサービス
担当者会議やケア会議等の関係者が集まる
場を活用すること、②関係者の共通認識を図
るため、研究者が作成した「防災支援ガイド
ブック」を用いること、③お互いの役割分担
を確認・共有すること、④サービス担当者は、
療養者・家族と日頃の関わりの中で確認や支
援を実施することとした（図 1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 防災支援システムで展開する在宅療養者の 

防災支援モデルのイメージ図 
 
（4）防災支援モデルによる介入の実施と  
評価 
 ①介入による防災支援モデルの展開 
対象・期間：対象者は、介護保険のサービ
スを利用している在宅療養者の家族介護者
とした。期間は、平成 26 年 10 月～平成 27
年 6月であった。 
 
②方法 
介入での取り組みに先立ち、これまでの先
行研究の結果を踏まえ、自治体等で公表して
いる防災対策の資料等を参考に、防災支援モ
デルでの取り組みの方法を示した「在宅療養
者の防災支援ガイドブック」を作成した。介
入は以下の方法で実施した。 
・平成 25 年度に行った質問紙調査で協力の
得られたサービス事業所や、同じ自治体に
ある居宅介護支援事業所等に研究協力を
依頼した。 
・了承が得られた事業所を通し、家族介護者
へ依頼書と返信用紙を配布した。 
・返信用紙の送付があった家族介護者を訪問
し、詳細の説明を行い、同意を得て介入の
対象者とした。 
・家族介護者から協力の同意が得られたこと
を協力事業所に報告し、療養者が利用して
いる他のサービス事業所にも協力を依頼
し、了承を得て取り組みを開始した。 
・研究者が、予め、家族介護者の災害の備え
の状況を防災支援ガイドブックのチェッ
ク表（図 2）で確認し、サービス担当者会
議の際に、療養者も含めて参加者全員で共
有した。どのような備えが必要か話し合い、
6 ヶ月間を目途に、取り組み内容を決定し

た。 
・介護支援専門員およびサービス事業所担当
者は適宜、研究者は 2～3 ヶ月に 1 度程度
の間隔で、家族介護者および療養者に災害
の備えの取り組み状況を確認し、必要なこ
とがあれば助言した。 
・6 ヶ月後、再度、サービス担当者会議の機
会に、家族介護者の備えの実施状況を確認
し、達成状況を参加者全員で共有した。 
・研究者は、取り組みのプロセスを記録に残
すとともに、参加者の了承が得られた場合
は、IC レコーダーに録音した。得られた記
述をデータとし、データを整理したものを
もとに防災支援モデルの妥当性および実
施可能性を検討した。 
なお、実施にあたっては、研究代表者の所
属機関の倫理委員会の承認を得て行った（承
認番号 2014007）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図 2 災害の備えチェック表 

 
 ③結果と考察 
宮城県内の2事業所から協力の承諾が得ら
れた。事業所を通して家族介護者に依頼書を
配布し、3名から返信があった。詳細説明後、
最終的に1名の家族介護者が参加対象となっ
た。対象者は、60 歳代女性で、夫・娘・療養
者と同居している。療養者は、80 歳代女性で、
主な疾患名は、脳梗塞、高血圧症、糖尿病で
あった。要介護 1で、障害高齢者の日常生活
自立度Ａ-2、認知症高齢者の日常生活自立度
Ⅱa、サービスは、デイサービス、ショート
ステイを利用していた。 
取り組み前の災害の備えのチェックでは、
10 段階評価で低かったのは、「近隣者への災
害発生時の手助けの依頼（0）」「災害発生時
の避難場所の想定（5）」「災害発生時の避難
経路と移動方法の確認（5）」「家屋の耐震状
況の確認（0）」で、行ったことがないか、改
めて確認したことがないという回答であっ
た。 

 

 

 

 

 

 

 

※次の①～⑩の災害の備えについて、全く行っていないを「0」、充分行っているを「10」とした

場合に、あてはまるメモリのところに斜めの線／を記載してみてください。 

 

①3 日分程度の飲料水・ 食料の備蓄     

 

 

②3 日分程度の介護用品の備蓄     

 

 

③3 日分程度の医薬品の備蓄 

     

 

④停電時の備えと対応 

     

 

⑤断水時の備えと対応 

     

 

⑥近隣者への災害発生時の手助けの依頼 

     

 

⑦災害発生時の避難場所の想定 

     

 

⑧災害発生時の避難経路と移動方法の確認 

     

 

⑨家屋の耐震状況の確認 

     

 

⑩家具の固定と物の落下・  

ガラス等の飛散防止の工夫 

わが家の備えチェ ッ ク！！ 
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実施日：    年   月   日 

 



取り組み開始時のサービス担当者会議で
の話し合いでは、日中は、他の家族が不在で
あり、療養者が一人で留守番をすることがあ
ること、地域の避難所までは距離があり、対
象者一人では療養者を連れていくことがで
きないこと、これらのことについて家族と対
応を話し合っていないことが挙げられた。そ
のため、「家族で災害発生時の対応を話し合
う」ことを目標として、取り組みを開始した。 
実施プロセスでは、介護支援専門員および
研究者は、対象者宅を訪問した際に災害に関
わることを話題にし、実施状況の把握と意図
的な働きかけを行った。対象者が既に取り組
んでいる災害の備えや生活の工夫が大事で
あることを繰り返し話題にした。また、療養
者自身が意識して努力していること（内服薬
の自己管理、転倒予防、散歩による下肢筋力
低下予防）が、災害時の備えや避難行動のし
やすさにつながることなどを話すことで、実
施の意識付けとなっていた。デイサービスや
ショートステイの職員は、療養者の健康維持
を役割に挙げ、本人のできているところに着
目し、維持できるように関わっていた。近隣
者への手助けの依頼については、改めて行う
ことを躊躇する様子が伺われた。地域の人通
しのつながりのある地域であったことから、
地域の人との日頃の関わりについて再確認
することで、手助けが受けられる関係性が築
けていることが把握された。介護支援専門員
や研究者が定期的に訪問し、災害の備えのこ
とを話題にすることで、必要品の点検や不足
していた対応を思い出す機会にもなってい
た。 
6 ヶ月後の災害の備えのチェックでは、す
べての項目で心配はなく、「充分行っている
（10）」との回答となった。 
関係者の振り返りでは、災害の備えの大事
さを再確認する機会になった、利用者・家族
への情報提供や啓発の必要性について気づ
かされた、日頃の活動に取り入れていきたい
などが述べられていた。 
 以上のことから、防災支援モデルの試案に
基づく展開の成果として次のことが挙げら
れた。 
・災害の備えは、実施する内容を具体的に挙
げることで取り組みやすくなり、役割に基
づいた行動につながる。 
・新たな取り組みの提案は、実施者の負担感
を招きやすい。今、できていることを確認
することで、対応範囲の認識が広がる。 
・数ヶ月間隔であっても、災害の備えについ
て話題にすることで意識化につながる。 
・在宅療養で日頃行っていることを災害時の
対応と結び付けて伝えることで、災害時に
必要な対応がイメージ化され、日常的に行
われている備えとなる。 
 
（5）総括 
在宅療養者の防災支援モデルの試案に基
づく実践では、関係者の防災対策の必要性の

認識の向上と、家族介護者の災害の備えに対
する意識・対応の強化が確認された。一方で、
取り組みの協力依頼に返信があった家族介
護者は 3名で、実際の取り組みに至ったのは
1 名であった。在宅療養者の家族介護者は、
日々の介護の対応に追われていることが伺
われる。しかし、災害発生時の直後の対応は、
療養者・家族、近隣者が中心となることは明
白である。災害発生時、より多くの在宅療養
者の安全を図るには、療養者と家族の自助へ
の取り組みが不可欠となる。本研究の介入に
参加した家族介護者は、開始時から災害に対
する備えの必要性に対する認識があり、協力
の動機づけとなっていた。そのため、今後、
在宅療養者の防災対策、特に自助・共助につ
ながる対応を図っていくためには、対象とな
る方々の災害の備えの動機づけを高めるア
プローチ方法を検討することが課題となっ
た。 
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